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午前１０時０１分開会 

○尾崎座長 それでは、定刻でございますので、ただいまから第10回の公文書管理の在り方等

に関する有識者会議を開催いたします。 

 有識者の皆様におかれましては、大変ご多忙にもかかわらずご出席いただきまして、ありが

とうございます。 

 本日は、福田内閣総理大臣にご出席いただいておりますので、早速ではございますが、まず

福田総理よりごあいさつをいただきたいと存じます。 

 よろしくお願いします。 

○福田総理大臣 皆様、おはようございます。公文書に関わる懇談会につきましては、皆様方

に３月以来お世話になっておりますが、先般、中間報告を取りまとめいただきまして、大変あ

りがとうございます。 

 この公文書制度の強化につきまして、日本ではちょっと遅れをとったと私は率直に思ってお

ります。本来ならばもっとしっかりしたものをつくっていなければいけなかった、こういう思

いでございます。もう４年前ですけれども、我が国政府の重要政策の一つに取り上げました。

いろいろ研究をしていただきまして、ようやくここまできたということでございますけれども、

この重要性に鑑みて、ぜひこれから議論の完結に向けて皆様方にお知恵を拝借したいと思って

いるわけでございます。 

 公文書と申しますのは、国民に政府が持って情報を積極的に提供する場というふうに私は思

っています。これは民主主義の原点だと思います。国民に事実を知らしめる機関でなければい

けない。また、そういう資料を持っていなければいけない。そして、それを収集しなければい

けないということとでありまして、極めて民主主義の進展のためには大事なものであると。そ

ういうことを意識しているんだろうと思いますけれども、他の国におきましては、大変立派な

公文書館を持っている、または制度を持っているということでありまして、文明国家を誇りま

す我が国としてはいささか残念な状態であると言わざるを得ないと思っております。 

 そんなことで、今般、皆様方には大変ご苦労いただいておりますけれども、具体化しつつあ

るような感じがいたします。また、法制を取りまとめていかなければいけない。そしてまた、

それに基づいて体制もつくっていかなければいけない、そのように思っておりますので、ひと

つどうぞよろしくご指導をお願いしたいと思っております。 

 私はこういうふうなことをお願いした言い出しっぺでありながらも、この完成を見る前に立

場を離れることになりましたけれども、私も大変関心を持っていることでございますので、皆
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様方のお役に立つような機会があれば、ぜひそういうふうな立場で、また新しい立場でしっか

りやっていきたいと思っているところでございます。政権は間違いなく替わりますけれども、

この重要政策は変わりませんから、その点どうぞよろしくお願いをいたしまして、ごあいさつ

にかえる次第でございます。どうぞよろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

○尾崎座長 どうもありがとうございました。 

 引き続きご後援をいただけるというお話で、我々も大変力強く思っております。よろしくお

願いいたします。 

 続きまして、皆様もご承知とは存じますが、去る８月２日に新しく中山恭子公文書管理担当

大臣がご就任されました。 

 ここでごあいさつをいただきたいと思います。 

○中山大臣 ありがとうございます。現在、公文書管理担当大臣を務めております中山でござ

います。皆様、きょうは、お忙しい中、第10回公文書管理の在り方等に関する有識者会議にご

出席くださいまして、まことにありがとうございます。 

 ３月の第１回の会議以来、皆様には精力的にご議論いただき、７月には中間報告「時を貫く

記録としての公文書管理の在り方」をいただいており、心から感謝申し上げます。この中間報

告を踏まえて、これからの作業を進めてまいりまして、今、総理からもお話がありましたが、

長期間にわたりまして、公文書管理が十分でなかったということを、私自身も30年近く公務員

を続ける中で実感してまいりました。 

 国民の貴重な共有財産であります公文書管理制度の整備を進めることが重要であるというこ

とは申し上げるまでもございませんけれども、それに加えまして、実際に公文書を扱う公務員、

公文書というのはどのようなものを保存し、管理していかなければいけないかというようなこ

とをしっかりと認識することも必要であろうかと思っておりまして、そのための研修なども必

要かな、そういうようなことも考えたりしているところでございます。 

 有識者会議でのご意見を基にしながら、今後の公文書管理体制の充実強化に努めてまいりた

いと存じております。将来、国民が公文書を十分に利用できますように、また、海外からのア

クセスがあったときにも十分対応できますように、そして、後世に伝えていけますように、公

文書の管理、保存に一生懸命努めてまいりたいなと存じております。 

 また、福田総理もこの後もずっとご支援くださるとのことでございますし、みんなで力を合

わせて貴重な公文書を後世に伝え、しっかりした管理体制の下で、世界に誇る日本の公文書の

管理といった、そのような状況ができますよう、努めて参ります。 
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 これからもどうぞよろしくお願い申し上げます。 

○尾崎座長 大臣、どうもありがとうございました。 

 せっかく総理がご出席でございますので、大変お忙しい中、ちょっと無理をお願いいたしま

して、少々時間をいただいております。総理ご出席の場で、有識者の皆様からご発言がござい

ましたら、二、三承りたいと思います。 

 どうぞ、加藤さん。 

○加藤（丈）委員 加藤でございます。総理は、総理ご就任前から公文書管理の重要性を強調

されておりまして、先ほども「これは民主主義の原点である」とおっしゃっていらっしゃいま

したけれども、総理の熱い思いがこの有識者会議の議論のベースになって続いてきたように思

います。中間報告をかなり短い期間で取りまとめることができましたのも、総理が担当大臣を

指名される等並々ならぬ決意を示された結果だと思っております。 

 中間報告で骨格はまとまったと思いますけれども、先ほどもお話がございましたように、設

備の充実とか人員の増強とかルールづくりとか、これから肉付けの課題はかなり多いと思いま

す。中間報告のタイトルには「時を貫く」という言葉が使われておりますけれども、この仕事

がぜひ後世に残る仕事としてまとめられますように、先ほど総理から「引き続き見ていくよ」

という心強いお話がありましたので、大変安心しておりますけれども、引き続きぜひご指導を

お願いしたいと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 もう一方。どうぞ、後藤さん。 

○後藤委員 後藤でございます。総理が突破口を開き、目標も定めていただいたわけですから、

何とかそこへたどりつけるように、道筋をつけていくのが私どもの仕事だと思っております。

総理におかれましても、どうぞこれからも引き続きお力をお貸しくださいと、お願いをしたい

と思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○福田総理大臣 公文書を一言で言うと、中身がどんなものかというのが議論の中にあるんだ

ろうと思いますけれども、日本というものをその時々で形づくっているものはすべて公文書と

いうふうに考えていいのではないかなと。ただ、そこまでするとお金がかかってだめだとか、

いろいろな議論があると思います。しかし、できるならば日本というのはこういう国であった

ということが、将来の国民にわかってもらえるようなものを、あの時代は、2008年はこうだっ
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たとか、急に総理大臣がやめちゃったとかいうようなことも含めて、そういうような日本の、

あるいは、そのときの日本はどういうものであったかといったようなことが、百年たっても千

年たってもわかるようなものにしてほしいと。 

 そうなりますと、どういう媒体というか、紙なのか、それとも電子記録なのか、そういった

ようなこともありまして、そこは難しいところです。百年たつとまた技術が変わってどうなの

かなといったこともありますので、そういう先々のことをお考えの中に取り入れていただいて、

将来、国民が容易にアクセスできる体制をぜひつくっていただきたいと。最後に申し上げます

けれども、そういうことでどうぞよろしくお願いいたしたいと思います。理想的なものができ

るとは思っておりません。今の知識、技術を前提にして考えて、どうなのかということになる

と思いますけれども、皆様方は先が見通せる方でございますから、よろしくお願いをしたいと

思っております。 

○尾崎座長 総理、お忙しい中、ありがとうございました。 

○福田総理大臣 議論のお邪魔をするといけないので、私はここで中座させていただきます。 

○尾崎座長 ご予定がおありでございまして、総理にはここでご退室になります。 

 どうもありがとうございました。（拍手） 

（福田総理大臣退室） 

○尾崎座長 それでは、引き続きまして、８月５日と６日にそれぞれ増原義剛内閣府副大臣と

並木正芳内閣府大臣政務官が公文書管理担当の副大臣と政務官にご就任されましたので、併せ

てごあいさつをいただきたいと思います。 

○増原副大臣 おはようございます。副大臣を拝命いたしました増原でございます。中山大臣

を補佐して頑張ります。本日は、第10回目の有識者会議ということでお集まりいただき、あり

がとうございます。情報の収集、分析、保存、そして、最終的に国民にディスクロージャーを

していくと、情報開示、まさに民主主義の原点であろうと思っております。 

 私は、尾崎座長とは大蔵省時代に３度お仕え申しておりまして、公文書管理に非常に厳しい

上司であったなと今思っております。そうした中で、これから法制的にどういうふうに位置つ

けをしていくか、また、先ほどもお話がありましたが、予算、定員をどのように行財政改革厳

しき折りに手当てをしていくか、大きな難題が残っております。これについて一生懸命取り組

んでいこうと思っております。 

 行財政改革で言いますと、私も党の行革本部で長い間やってまいっておりますが、メリハリ

をつけた定員の配置をしていこうということであります。スリムにすべきところはスリムにし
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ていく。一方で、要るべきところはきちっと手当てをしていく。例えば、公益法人関係の定員

につきましては、各主務大臣認可の公益法人から、内閣府でも第三者機関をつくってやってい

こうと。極めて公平にやっていこうということであります。要るところは要るという形で、今

それをやっているところでございまして、この公文書館につきましても、同様な作業がこれか

ら残っているなと思っている次第でございます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○尾崎座長 副大臣、どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、並木政務官からお願いいたします。 

○並木政務官 おはようございます。大臣政務官に就任しました並木正芳と申します。中山大

臣、増原副大臣を補佐してしっかり頑張っていきたいと思っております。 

 公文書管理につきましては、先ほど総理からお話ありましたとおり、総理もかねてから大変

熱心に取り組んでこられた課題でございます。先日、館を見学させていただきまして、菊池館

長にご説明をいただきました。また、地道に保全・修復等の作業をしていらっしゃるスタッフ、

また、貴重な歴史資料等、まさに「温故知新」と言いますか、今、あるいは、将来に生かして

いかなきゃならないなということを痛感した次第であります。 

 総理のお言葉にもありましたとおり、時代に即応した技術を用いながらということ、きょう

もＩＴ化した公文書管理というお話をいただけるということでありますけれども、そうした先

生方の知恵を生かしながら、大変少ない人数で頑張ってやっております。しっかりと我々も風

を送りたいと思っています。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○尾崎座長 大臣政務官、どうもありがとうございました。 

 それから、事務局側でございますが、内閣府大臣官房長と総務省の行政管理局長が、７月の

人事異動により交代いたしました。ご紹介をさせていただきたいと存じます。 

 まず浜野内閣府大臣官房長でございます。 

○浜野大臣官房長 よろしくお願いいたします。 

○尾崎座長 続きまして、橋口総務省行政管理局長でいらっしゃいます。 

○橋口総務省行政管理局長 よろしくお願いいたします。 

○尾崎座長 お２人には、前任の方々と同様、当有識者会議の運営等にご尽力いただきたいと

存じます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に入らせていただきたいと思います。 

 本日の議題は、ＩＴ化に対応した文書管理等となっております。まず、議題に関する有識者
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へのヒアリングを行い、ご議論をいただきたいと存じます。 

 本日は、有識者といたしまして、筑波大学の杉本重雄教授にお越しいただいております。杉

本先生からまずプレゼンテーションをお願いするという予定でございます。その後、総務省の

行政管理局から「文書管理業務の業務・システム最適化計画について」という資料が添付され

ておりますけれども、その資料の説明、それから、内閣官房情報セキュリティセンターから

「情報セキュリティについて」という資料の説明、３番目に、独立行政法人国立公文書館より

「電子媒体による歴史的公文書等の移管及び保存について」という資料、３つございますが、

それぞれご説明いただく予定としております。 

 進行の方法といたしましては、まず杉本教授にプレゼンテーションを行っていただき、それ

に対する質疑を行いたいと存じます。その質疑が済みましてから、総務省の行政管理局、内閣

官房情報セキュリティセンター、独立行政法人国立公文書館から、それぞれご説明をいただき

まして、それについての質疑を、これは３つのものをまとめまして、質疑の時間をとりたいと

思います。 

 ヒアリング等が終わりましたら、事務局から中間報告に対する国民の皆様のご意見を集めて

おりますので、国民の皆様からどういうご意見が寄せられているかということのご紹介をして

もらうことになっております。 

 最後に、本日のヒアリング等を踏まえて、有識者の皆様に自由にご議論いただきたいと考え

ております。 

 そんな流れでまいりたいと思いますが、まず有識者からのヒアリングに入りたいと思います。 

 杉本先生、もう既にお着きでございますが、先生、本日は、お忙しい中、当会議にご出席い

ただきまして、ありがとうございます。杉本教授のお話を当有識者会議で活用させていただき

たいと存じますので、よろしくお願いいたします。 

 では、早速でございますけれども、ご説明をお願いいたします。 

○杉本教授 ご紹介ありがとうございます。筑波大学・図書館情報メディア研究科の杉本と申

します。私がきょう用意しましたスライドが20枚余りあります。かなりページ数が多いのです

が、20分間ということで少しスピードアップして進めたいと思います。 

 目次に続きまして、前提です。電子公文書に関して、私がここで話すことの前提となること

を少し書きました。行政機関でも、家庭でも大学でもどこでも、ワープロとか表計算ソフトの

ほかに、Web文書、電子メール、写真、映像、録音資料、ＣＡＤデータなどいろいろなものが

つくられ、使われております。 
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 公文書と認められるものは、紙に印刷されたものであれ、電子媒体に蓄積されたものであれ、

いずれも公文書という前提で考えます。さまざまな公文書、記録資料をコンピュータでネット

ワーク上に載せることで、それらの利便性を高めることが随分前から求められてきており、い

ろいろな努力がなされてきています。 

 もう一点、技術の進歩は非常に速く、日々変化し、そして新しい形態の電子文書が生み出さ

れます。そこで、公的機関でも、ニーズに合わせて新しい電子文書技術を取り入れていくこと

は必須の条件だと思います。新しい形態の電子文書は、保存という意味からすると、一般に少

し問題を持つのですが、保存しにくいから新しいものを取り入れてはいけないというように否

定的になってはいけないと思っております。 

 これがまず前提です。 

 それから、文書管理の視点ということですが、電子文書に限らず、効率的な文書管理は効率

的な業務の遂行には不可欠であるはずです。例えば、業務をうまく進めるにはその業務に必要

な情報をうまく得なければならず、そのためには、うまく文書を探せないといけません。文書

がうまく探せなければ、それを知っている人を探して尋ねるということになります。例えば仕

事の引き継ぎの際に、何年か前の資料を前任者が引っ張り出すということになりかねません。

これは、非常に不都合なはずです。これは電子文書でも、紙の文書でも同じであると思います。

そのため、文書がつくられる始めから、それを使い終わって保存をしておくことを考える必要

があります。要は、文書のライフサイクル全体での管理が必要であると思います。 

 ここでいくつかの素朴な疑問です。私自身は実際のところはよく存じませんが、行政機関で

どれほどの業務時間が書類探しに使われるのかという素朴な疑問を持っています。それから、

それぞれ各府省で持たれていると思う現在の文書管理システムに対して、実際に業務を行う上

での満足度はどの程度なんだろうかという疑問です。これも素朴な疑問です。それから、Web

を介して電子政府総合窓口にアクセスができます。そこでは、行政文書ファイル管理簿サービ

スというのがあります。それに対しての満足度はどうだろうか？これも素朴な疑問です。 

 例えば、ファイル管理簿サービスですと、簿冊というのでしょうか、１つ１つの文書ではな

くて、それの綴りを単位として扱われております。かつ、それにつけられたいわゆる目録デー

タ、私どもではメタデータと呼びますけれども、それについてはそのファイル単位、簿冊単位

に与えられています。そのデータで、中身に関しては書いてあるのはタイトルだけです。あと

はいつ、どこで、だれがつくって、どうやって管理されているかということが書いてあるだけ

です。ですから、実際のところこれがどの程度有効に使われているのだろうかということを素
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朴な疑問として感じます。 

 次の話に進みたいと思います。文書管理の視点の続きで、今、「メタデータ」と申しました。

この会議の議事録を拝見して、「メタデータ」という言葉も出てきているということは存じて

おります。私が大学でメタデータの話をするときに、よくペットボトルを使います。ペットボ

トルのラベルをとってしまいます。そして、これを飲んでくださいと言っても、飲みたいと思

う人はまずいないと思います。なぜかというと、ラベルにある情報を見て、このボトルがなに

であるかということを判断するからです。また、別の例ですが、引越しのときに、パッケージ

に何も書かずに引越しをしてしまうと、後で大変なことになるというのは、みんな知っている

ことですね。 

 これと同じようなことが公文書の管理において起きているのではないかと素朴に思います。

ですから、中身について書いた適切なメタデータというのは、文書の管理、あるいは、利用者

からのアクセス支援にとって、不可欠なものだと思います。文書の検索とかアクセス支援のた

めのメタデータ。それから、公文書は長きにわたって保存しますので、そして保存にはアクセ

ス支援とは別の内容の記述が必要になりますので、保存のためのメタデータが必要になります。 

 メタデータを後からふろうとすると、中身の分析をしなければいけないくなりますが、そん

なことに時間はかけたくありません。ですから、文書をつくった段階でできるだけ詳しい情報

をつけておくと、あとの人が助かることになります。そういう意味では、文書の作成過程で付

与することが望ましいです。そして、状態の変化があったときには、そこでメタデータを付与

していくことが望ましいです。アクセス支援のメタデータの内容は保存のメタデータでも活用

できます。 

 それから、分類とか内容表示のための統制語彙についてです。統制語彙というのは少し難し

い言葉ですが、例えば見出しに使う言葉や分類に使う言葉は統一されているほうが、だれにと

ってもわかりやすいです。同じ意味のことを違う言葉であらわされるとわからなくなってしま

うことがよくあります。また、言葉というのは変化していくものですから、文書の管理のため

にはできるだけ統制をしながら、そして言葉を維持管理しながら使っていくことが大事だと思

います。 

 統制語彙が使われる例は、提供文書への案内役としてのディレクトリや見出しです。また、

「どのような目的で」、「だれが」、「どのようなプロジェクトで」といったような文書のコ

ンテキストを表す場合です。こうしたことは文書の中身を見ても書いていないケースもありま

す。内容に加えて、文書がどういう環境でつくられたかといった情報も必要と思いますので、
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それらを統制語彙のようなものを使って表していくことが大事かと思います。 

 メタデータさえつくれば良いのかというと、メタデータは決して万能薬ではありません。イ

ンターネットでグーグルなんかを使って簡単に検索をしていますが、そうした新しい技術と組

み合わせて使うことは必要です。 

 メタデータというのは文書管理に関わる人がみんなでつくっていくものと言えますが、メタ

データについてプロの人もいればアマチュアの人もいると思います。ですから、だれでもわか

るようにするために、文書の整理のポリシーをきちっと決めていくことが必要と思います。そ

の中では、記述対象の種類、粒度を決めること、記述対象の間の関係の種類を決めること、文

書をまとめるためのルールを決めることなどのポリシーです。ガイドラインと言っても良いか

もしれませんが、そうしたものをつくることが必要と思います。 

 次に、文書管理の視点で、文書の保存についてです。この会議でも、すでに議論があったか

と思うのですが、電子文書の保存は紙あるいはマイクロフィルムに比べて難しいと言われます。

しかし、これが本当なのかということは考えてみないといけないと思います。 

 ワープロとか表計算ソフト等については、既に先進各国ではその保存が進められています。

電子文書には、ワープロ文書とか表計算ソフトの文書以外に、WebページとかＣＡＤ、動画、

音声などいろいろなものがあります。ですから、一概に電子文書と言っても、保存しやすいも

のと保存しにくいものがいろいろあり、それぞれに応じた方法を考えていかねばならないと思

います。 

 諸外国での電子公文書管理の取組ですけれども、今まで内閣府や国立公文書館でいろいろな

努力がなされてきており、報告書もございます。そうした報告書に詳しいことが書いてありま

すので、ここではごく簡単にご紹介だけしたいと思います。 

 まずアメリカのＮＡＲＡでは、大規模な電子記録管理システムをスタートさせたということ

がニュースに出ていたと思います。 

 カナダでは、数年前に国立図書館と公文書館を合体させました。文化遺産を残していくため

の組織として仕事を進めています。そこでは、デジタル情報に関してのポリシーをつくってい

ます。電子公文書管理に関してもきちんとしたポリシーをつくっており、ライフサイクル全体

を見てポリシーをつくっています。 

 それから、韓国です。ここも非常に進んだ、公文書のライフサイクル全体を通じた文書管理

システムを稼働させております。昨年、東京で開催された、ＥＡＳＴＩＣＡという東アジアに

おける公文書館の会議でも、新しいシステムのご報告がありました。 
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 それから、オーストラリアも、文書管理、公文書管理に関しては先進国です。地方、州、連

邦政府全体を通した、すなわち国全体から地方に至るまでを通した、統合的な政府情報へのア

クセスポリシーやメタデータの基準をつくっております。それから、電子文書の保存システム

も既に始めております。 

 次に、イギリスです。ここも電子文書へのアクセス、保存のためのポリシーなどのメタデー

タの基準をきっちり決めて進めています。イギリスの場合には、公文書館だけではなくて、ほ

かの組織も含めて、デジタルコンテンツやデジタルコレクションの作成や提供に関わる情報を

共有するための組織や、電子保存に関する組織をつくったりして、デジタルコンテンツにかか

わる活動を高める努力をしています。これ以外に、ヨーロッパ各国でも電子公文書の管理やメ

タデータに関しての標準の取組が進められてきています。 

 本当に雑駁で表面だけなのですが、以上が諸外国におけるものです。 

 次に、メタデータの視点ですが、検索やアクセスの支援のためのメタデータと、電子文書の

保存のためのメタデータの２つに分けて書いてみました。 

 アクセス支援あるいは検索に関しては、例えばディレクトリのように見出しを作るために使

われるものや、分類を表すために使われる部分にもあてはまります。これは、いろいろな機関、

いろいろな領域にまたがって、共通に使えることが求められます。その意味では、インターネ

ット上で広く使われているDublin Coreという、メタデータの一つの標準規格を少し拡張し、

行政情報用に適用して、それぞれの国で標準をつくっている例がいくつもあります。例えば、

オーストラリアの場合、ＡＧＬＳという規格をつくって利用しております。 

 次に、分類です。府省それぞれでされているお仕事は違うわけですので、どういう内容があ

るか、どういうサービスがあるかということに関しての管理情報が必要になります。そうした

分類に関する、先ほど申しました統制語彙といったものもきちっとつくって、それを登録し、

登録したものをメタデータの中で使えるような仕組みを準備しています。 

 電子文書の保存に関しては、ＯＡＩＳ（Open Archival Information System)という国際標

準規格、それから、ＭＥＴＳという国際標準規格を使ったメタデータづくりを進めております。

保存のためのメタデータは結構複雑になるのですが、そこにあまりコストはかけられないとい

うこともありまして、できるだけ機械的につくる、ないしはつけることを進めています。文書

の内容に関するものは最初につけられていれば保存の際にも使えるのでかなり助かるはずです。

保存のために後からつけるものはできるだけ機械的につけられるものというようになっていた

と思います。 
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 ここから先は私の私見になっています。これまで研究会とか委員会等に参加させていただき

ました。ここで申し上げることは、そこでの議論を踏まえた私自身の考察です。海外では既に

電子公文書の保存は始められています。もちろん、それの範囲は限られていますけれども、保

存は始められています。電子文書の保存は難しいと一般に言われるのですが、本当に難しいの

かということが問題です。先ほど申しました既に保存作業を始めているオーストラリアの例で

すと、できることからやっていこうという姿勢が、印象に残っております。 

 紙とかマイクロフィルムの優位性が言われていますが、電子文書の保存は本当に難しいかと

いうことが素朴な疑問です。紙のほうが本当に長持ちするのかということですが、現在の世の

中では、デジカメのほうがはるかに多くなっているかなと思います。そうすると、保存するの

に紙にプリントしてから保存するのだろうかという疑問を持ちます。そうならないとすると、

写真は長く残していくでしょうから、それなりの社会基盤が必要になるんだろうなと思います。

同じようにして公文書について考えると、紙か電子かという話もあるかもしれないですが、少

し広い範囲で見てみると違った面も見えると思います。それから、コピーをとりやすいほうが

強くないかという点です。紙に比べて電子文書はコピーがとりやすいです。弱点にもなります

けれども、長所にもなります。 

 それから、保存のためのエネルギー消費、ＣＯ２の問題も考えないといけないのでないかと

思います。紙とかマイクロフィルムは確かに強いかもしれないのですが、それを保存するには

エアコンのきいたきちんとした場所に置かないといけないです。そうすると、そのためのエネ

ルギーはどうなのだろうか？これは先日ＩＣＡ（International Council on Archives）のク

アラルンプールの会議に参加する機会をいただいた時に感じたことでもありました。電子的に

蓄積しますと、非常に小さい範囲に大量の情報が入りますので、ものをおいておく場所に必要

な空調の意味でのエネルギー消費は減るはずです。こうした視点も含めた総合的なアセスメン

トが必要ではないかと最近思っております。 

 電子文書の保存において、ビットデータとして保存することはさほど難しくありません。印

刷イメージで保存することもさほど難しくはありません。ただ、本当に元の状態のままで、元

の機能のままで保存することにはいろいろな問題が出てきます。例えば、Webを使っておりま

すと、いわゆるリンクを使っていろいろな文書をたどっていけます。けれども、リンクをきち

んと保存していくことには難しい部分があります。それから、いろいろな動的な文書になると

さらに難しさは増してきます。その一方で、これから先、そういった動的な部分は公文書と呼

ばれるものの中にも入ってくると想像できます。そうした場合にもうまく文書を保存していか
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ないといけないと思います。 

 この問題に関して、保存すべき内容に関してコンセンサスが得られれば、電子文書保存はそ

んなに難しくないのではないかと思います。例えば、内閣府で17年度にございました研究会で

はエッセンスの保存ということを言っております。オーストラリアで以前に報告された文書の

中でも「エッセンス」という言葉が出ておりました。文書そのものの保存は難しいかもしれな

いけれども、内容を保存するというのはまた別の問題であろうというものです。すなわち、内

容としてのエッセンスを保存していけばいいのではないかということであす。 

 もう一つ、昨年度の実証実験の中でも意見としてあったことですが、電子文書に関して最小

限保存すべきものを考えると、人間にとっての見読性が保存できればよいのではないかという

意見です。見読性だけを持てばよいのであれば、紙になってしまったのと同じ、あるいは、マ

イクロフィルムになってしまったとの同じことです。書いてあることを人間が読めるという紙

とかマイクロフィルムと同じレベルの機能性を持ちます。一方、内容はビットデータですから、

それは残していけます。長所としては遠隔地からの利用が可能という点があります。ですから、

電子文書の見読性を残せばよいのであれば、残せていくと思います。ただ、そうは言っても何

を残すかに関するきちんとしたガイドラインがつくり上げられない限り、実際のところは手を

つけられないという問題もあります。ですから、ガイドラインが重要だろうと思っています。 

 ガイドラインづくりについて、文書の種類による違いを反映した保存のための要求要件の明

確化が必要になると思います。保存のための形式変換、媒体変換、機能変更に関する要求要件、

あるいは、原本性の保証の要求要件、あるいは、Web文書の収集・保存のための要求要件。こ

うしたものが大事だと思います。 

 例えば原本性の保証ということが言われるのですが、公文書館でのサービスの場合には、も

ともとコピーを提供することであり、原本は必ず公文書館が持っていることになります。電子

的に考えますと、公文書館のサーバの中できちんと原本が保存されていれば原本性は保証され

ることになるのではないかと考えます。ですから、認証システムと組み合わせた文書の原本性

の考え方についても、コピーを提供するだけであると考えていくと、また違ったことが考えら

れるのではないかと思います。 

 それから、Web文書についてです。これは国立国会図書館との関係もあるかと思うのですが、

行政組織のイントラネットからの収集といったことはきちんと考えていくべきでしょうし、そ

うすることで効率も上がるのではないかと思います。Web文書の収集の場合には、収集側だけ

で頑張っていてはだめで、発信側との協調が必ず求められると思います。 
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 次に、メタデータに関しては、先進各国のように文書管理、文書アクセスのためのメタデー

タ規格と作成基準を定める必要があると思います。今、Webで提供されている管理簿のサービ

スは、残念ながら個別の資料というわけではなくて、ファイル単位ということになっています。

こういう講演の場では、よい例は挙げずによくない例を挙げることが多いと思うんですが、例

えば、このサービスで「公文書」というキーワードを入れて検索してみると、「昭和何年度公

文書綴り」というタイトルのものが検索されます。「公文書綴り」だけで、中身は何もわから

ないと思いますし、これで本当に使えるのだろうかと思います。ですから、きちんとした規格

とか基準を決めて、それをうまく使っていくこと、うまく共有していくことが大事なのだろう

と思います。また、国とか行政機関だけではなくて、国立国会図書館とか、その他いろいろな

関係機関がございますので、協調しながらつくっていくことが求められると思います。 

 それから、こうしたサービスを作っていくには、相互運用性と個別の要求の両方を満たすこ

とが当然求められるわけです。各国でDublin Coreをベースにしたメタデータ規格を作ってい

ます、Dublin Coreが絶対ということではないですが、先進各国で既に使われているものを参

考にしながら考えていくということは必要であろうと思います。 

 それから、先ほどから何度も申しております分類とか、内容に関するキーワードを決めてお

いて、文書に関するコンテキストがわかるようにするための統制語彙を準備することが求めら

れています。ただし、これにはそれなりにコストがかかると思います。 

 保存のためのメタデータですが、保存のための文書管理を効率化するには、文書の作成及び

現用段階での適切な組織化とメタデータ付けが不可欠です。ですから、保存のところで最後に

何かしようとしても、そこだけでしようとするとコストがかかりますので、生れたときからメ

タデータ付けをしていかないといけないということを強く思います。保存の問題は、文書管理

全体、ライフサイクル全体の問題と同じであると思います。 

 それからもう一つ、忘れてはならないのはメタデータ自体の長期利用も必要であるというこ

とです。メタデータとして書いたものが30年後にわからなくなってしまう、50年後にわからな

くなってしまうということではまずいですので、メタデータをつくるための規格、基準をきち

んと管理していくだめの組織、あるいは、サービスをきちっと持つようにしていかねばならな

いと思います。 

 次に、少し図を入れてみました。これは私自身が考えるデジタルアーカイブのシステムとし

ての要素で、大きく３つの部分に分けております。１つは左側の収集を行う部分。それから、

右側にアクセスを行う部分、それから、下に保存を行う部分を持っております。この３つの要
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素に分けられると思います。 

いろいろな場合に、関連組織間で、技術や知識の共有を進めることが必要だと思うのですが、

特に下の「保存のための長期間安定し、信頼できるリポジトリ」という部分については、文書

をビットデータで持っているもの、そしてつくられたメタデータを一緒に持っているものと考

えますと、この部分は共有できるはずです。また、こうしたリポジトリにはそれなりのコスト

がかかりますので、できるだけいろいろな組織で共有することが求められるのだろうと思いま

す。特に国から自治体まで考えますと、経済的に弱いところもありますから、そうしたところ

も含めて共有化を進めることも必要だろうと思っています。 

 このスライドで終りですが、現状は先進各国に比べて遅れていると思います。効率的な文書

管理の体制づくりには、組織間の協調が必要だと思います。どこか１カ所だけでやってもうま

くいかないことだろうと思います。文書管理におけるメタデータの重要性にもう少し目を向け

ていただきたいと思います。業務を進めていく上でメタデータをつくるのは確かに面倒くさい

ことだと思います。ただ、それをつくることによって、全体の業務がよりうまくいくのであれ

ば、そこにコストをかけてもしかるべきことだと思います。 

 先ほども申しましたように、電子文書の保存は、要求要件の明確化と、それに基づくガイド

ラインづくりから始めていかないといけないと思います。一方、まずはガイドラインづくりか

らやりましょうと言うと、何もしない間にどんどん時間がたちますので、先進各国でもやって

おられるように、できることはすぐにでも始めないといけないと思います。 

 それからもう一つは、インターネットを介した利用者サービスも忘れてはいけないと思いま

す。インターネットを介した利用者サービスというのは、利用者、ふだん公文書にタッチしな

い人にとって、公文書をいかに探しやすくするかです。そこでは、公文書だけではなくて、行

政サービスも含まれます。サービスと文書というのは探す側からすると一体化しているものと

思います。そうしたトータルなサービスが必要だろうと思います。また、その場合に弱者のこ

と、例えばいろいろな障害を持つ人のことを考えなければなりません。これはいわゆるWebの

上でのアクセスビリティと言われる視点です。自分自身も年をとってくるとだんだん目がうと

くなってきていますので、もうちょっと大きな字にしてよと思うことがあります。こうしたこ

とは小さなことかもしれないのですが、そうしたことも含めて利用者サービスの視点をぜひ忘

れないようにお願いしたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○尾崎座長 杉本先生、ありがとうございました。 
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 いろいろご質問もございますでしょうから、あまり長い時間もとれないんですが、いかがで

しょうか。 

 どうぞ、野口先生。 

○野口委員 きょうは大変貴重なお話をありがとうございました。メタデータの管理が重要で

あるということも勉強させていただいたんですけれども、電子文書の話で、どうしても考えて

しまうのは紙に載っている情報との比較なんですが、２点お伺いしたいと思っています。 

 まず、メタデータの重要性で、メタデータに関して統一的なものをつくっていくことが重要

だというのはわかるんですが、イメージとして電子情報につくメタデータと、紙に載っている

情報につく、メタデータとは言わないかもしれませんが、その周辺の情報は共通する部分があ

る。つまり、何かコードをつくったときに共通する部分が多いのか、それとも全く違うものと

してつくられるというイメージなのかという点が一つです。 

○杉本教授 それに関しては、基本的には全く同じと考えていただければいいと思います。単

に媒体として電子的なものか紙であるか、それだけです。 

○野口委員 ありがとうございます。 

 それともう一つ、これもちょっと違うんじゃないかと思うのは、紙で持っている情報という

のは、情報単位を割と明確に、１つの情報、１つの情報というふうに、メタデータをつけてい

けると思うんです。先ほどリンクの情報のお話がありましたが、１つのWebページの中に幾つ

も幾つもリンクの情報がついているという場合に、電子情報の管理するデータの管理の単位と

いうのは決めきれるものなのか。また、それに関する国際的な統一的な考え方があるのでしょ

うか。 

○杉本教授 基本的には応用ごとに応じて決めるべきものというのが答えです。答でないよう

な答えなのですが、そうなってしまいます。例えば、紙の場合でも、１枚ずつ、１文書ずつの

場合と、それに付随した添付文書も含めてまとめてつける場合があるかと思います。まとめた

ものに対してメタデータをつけ、加えてその中身に関してもつけるということもあります。で

すから、何を単位としてメタデータをつけるかというのは、基本的にはそこの目的に合わせて

するべきものと考えます。 

○野口委員 それに合わせて判断していくと。はい、どうもありがとうございました。 

○尾崎座長 ほかに。 

 はい、後藤先生。 

○後藤委員 1996年に北京で国際公文書館の世界大会がありまして、そのときに電子封筒とい
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うアイデアが紹介されました。簡単に言えば電子文書をつくるときに、同時に電子的に封筒を

用意して、電子文書を封筒の中におさめてしまう。その封筒の上に上書きでメタデータを書い

ておく。そして、封筒に入れて保存するわけですね。使いたくなったら、そのメタデータを読

み込みながら封筒を開けていく。途中、利用制限のメタデータが入っていますから、そこで開

けられない場合もあるし、制限をクリアすれば封筒を開けていくことができる。さらにいくと、

構造のメタデータが入っているから、どういうソフトなら開けられるというのがわかる。文脈

のメタデータも入っているので、どういうところが責任持ってつくったかということもわかる。 

 続いて、内容を略述したものがあって、そのメタデータを読んで、これを自分で開けるか開

けないかを決める。中身を見たければ、封筒をそこで開けて見る。ざっとそういう仕組みなん

ですけれども、なかなか卓抜なアイデアだなと思いました。技術的にはそう難しいものではな

い、コンピュータにとっては封筒も軽いでしょうし、メタデータもあまり重荷にならないので、

できると思っているんですが、そういう方向での議論とか、実行とかいうのは進んでいるんで

しょうか。 

○杉本教授 そうですね、今、野口委員からのご質問について、今おっしゃった封筒にあては

まると思います。一つの考え方とすると、１つの対象に対して１個のメタデータをつくるとい

うことですが、例えば１個の封筒を対象として、その中の文書も１個であると、そういうふう

にとらえることができます。それは基本的にはポリシーとしての決めごとです。 

加えて電子的なものについては道具さえきちっと準備しておけば楽にできます。加えて、ネ

ットワーク上でいろいろなサービスとして提供するということも簡単にできます。特に今の

Webの世界ではそういう技術が進んできていますので、そうしたものを使うことによって、よ

りフレキシブルなサービスになっていくと思います。 

○菊池館長 よろしいですか。 

○尾崎座長 はい、どうぞ。 

○菊池館長 ありがとうございました。14ページのところで、本当に紙のほうが長持ちするか

とか、保存のための消費エネルギー、こういう視点を提供していただいたのは本当にありがた

かったんですが、私どもの経験からいうと、一般的に紙の長期保存性というのは、パルプとか

何か問題はありますけれども、現に私どもの持っている所蔵品であっても、９世紀、10世紀 

の古文書が保存されていて、そういう意味でいうと紙の長期保存というのは立証はされている

んですね。ただ、それに比べてデジタルデータがどのくらい長持ちするのかというのはまだよ

くわからない。 
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 それから、媒体も、長期保存の媒体をどうするのかと。ここで見読性が必要だよと。見読性

がミニマムなようです。見読するための装置とかソフトはどうするのかというと、これは相当

金がかかるものであり、マイグレーションとかバージョンアップをしていかなきゃいけないと

いうことがあります。既にＭＳ－ＤＯＳの文書はどこで復元するのというような、また、

Windowsの95はどうなっているのかという話になりますから。そこはまだまだ心配があるんで

すけれども、そういうものを乗り越えてと言いますか、超越して長期保存、そして、必要なと

きには見読性も保てるし、安定的に長期保存できるというのは、どういうふうな形のところに

特に意を用いればよろしいんですか。私ども自身が今研究しているところでもあるんですけど。 

○杉本教授 非常に難しいご質問ではあるのですが、残ってきたものというのは、偶然残った

ものもあるかもしれないですが、きちんと注意を払われてきたものが残ってきたのだと思いま

す。ですから、それなりの注意を払いながら残していけば残っていくと思います。そうすると、

その次はコストの問題かなと感じます。例えば、よく出てくる話題ですが、ＣＤは随分長持ち

すると聞いたけれども、だめになっちゃうのが出てくるというものです。そのために、ＣＤは

本当に信頼できるのだろうかといった疑問が呈されるわけですけれども。この場合も、本当に

きちっとつくられたもの、高品位の長持ちするという保証をされるものができたときにはそれ

なりに使えるのではないかなと期待します。一般に出回っているものは必ずしも長期に利用で

きることについては留意されていない可能性があります。自分自身、その点はきっちり調査し

てここで答えているわけではないのですが、ものによって本当に長持ちするものもあれば、そ

うじゃないものもあるということをどこかで聞いたことがあります。そうした意味でのきちん

とした調査は必要ではないかなと思います。高信頼性、長期にわたって使えるものが出てきた

ときに、それが安ければ、使われると思います。例えば、20年間絶対大丈夫ですと言われたも

のの場合、20年後には中身のデータを単にコピーするだけでよいとなってくると、そちらのほ

うがコストとして安いかもしれません。トータルなコストの比較の問題かなと思います。 

 紙の場合には、ものとして大事なケースもありますので、その場合は紙そのものとして持ち

続けるしかないわけですね。内容を残しておけばいいものに関して、紙とかマイクロフィルム

にこだわる必要はないだろうと考えています。 

○尾崎座長 ほかにいらっしゃいますか。よろしいですか。 

 それでは、杉本先生、どうもありがとうございました。大変いいお話をお伺いいたしまして、

参考にさせていただきます。 

 ここでご退席いただいて結構でございます。 
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（杉本教授退室） 

○尾崎座長 それでは、冒頭に申し上げましたように、この先は関係機関の方々からお話を伺

いたいと思います。関係機関と申しますのは、総務省の行政管理局と内閣官房の情報セキュリ

ティセンター、独立行政法人国立公文書館の３つでございます。ただいま申し上げました順番

で説明をしていただきまして、その後まとめてご質問、ご意見をお伺いいたしたいと思います。 

 おそろいですか。本日は、お忙しい中、当有識者会議にご出席いただきまして、ありがとう

ございます。ＩＴ化に対応した文書管理等に関してのご説明やご意見をいただきたいと思いま

す。 

 まず、総務省の行政管理局、２番目に内閣官房情報セキュリティセンター、それから、独立

行政法人国立公文書館の順でご説明していただこうと思います。ご説明の時間はそれぞれ10分

を予定しております。きょうは総理がお出でになったりいたしまして、ちょっと時間が押して

おりますので、できることなら10分よりやや短めにお願いいたしたいと思います。 

 では、総務省の行政管理局からお願いいたします。 

○総務省行政管理局 総務省行政管理局でございます。資料２に基づきまして、ご説明申し上

げます。 

 表紙をおめくりいただきますと、文書管理業務・システムの最適化とございます。電子文書

の管理につきましては、新システムを開発中でございまして、来年３月に運用開始の予定でご

ざいます。本日は現状の問題点とどのような形で電子文書の管理が進められているかというこ

とをご紹介したいと思います。 

 なお、「最適化」とございますが、なかなか耳慣れない言葉かと思います。例えば、アウト

ソーシングなどで業務面を見直したり、あるいは、情報システム面では刷新したり、システム

を一元化するなど、こういった効率化を図っていくことで、業務とかシステムを最適な状態に

するということで、「最適化」と使っております。 

 この最適化のねらいでございますけれども、文書管理の分野ではＩＴを最大限活用すること

で業務の効率化を図るということで、単に文書の保管・管理だけでなくて、こういった業務の

効率化を図っていきたいと考えております。 

 基本的な考え方でございますが、紙文書であっても電子文書であっても、基本的な管理ルー

ルは同様ではないかと考えておりますが、特に運用段階においては媒体の特性に応じた取扱ル

ール、あるいは、運用面での徹底が必要ではないかと考えております。特に取扱などにつきま

しては、先ほどお話のありましたメタデータの関係でも各府省ごとに、バラバラな状態にあり
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ますので、これを一元化していきたいと考えております。 

 課題の欄でございますが、現状の課題といたしましては、この会議でも指摘されております

けれども、今の文書管理システムは仕様がバラバラで、利用も低調だと。それから、電子決裁

機能などがついてない省庁もある。情報の漏えい、改ざんなどのリスクがある、取扱ルールが

確立されていない、等々の問題がございます。 

 そこで、今回一元的な文書管理システムを構築することによりまして、まずはシステムの標

準化を図っていこうということで、２つ目の○にございますように、一元的な文書管理システ

ムにおきましては、機能を整備・充実いたしまして、統一的な文書の分類基準に沿って保存し

ていく。それから、検索機能を充実していく、漏えい、改ざんなどの防止機能を整備していく、

それから、履歴の管理機能をしっかりつける。さらに、アクセス制御をするなど考えておりま

す。 

 ２つ目に、ルールの標準化をきちっと図っていこうということで、電子文書の取扱方法を確

立するということでございます。現在、文書管理規則は各府省の責任でそれぞれつくっており

ますが、これを電子文書のルールに沿うように統一的な見直しをしているところでございます。

それから、３つ目に業務の効率化でございます。電子決裁機能を整備して、その利用の促進を

図っていきたいと思っているところでございます。 

 １枚おめくりいただきまして、既に各府省で文書管理システムが導入されているわけでござ

いますが、現在と最適化後の比較の表でございます。このシステムは来年３月に運用開始でご

ざいますけれども、各府省は現在のシステムの更新時期に移行していくということで、段階的

に移行するようにしております。 

 現在のシステムは、このようにＡ省、Ｂ省、Ｃ省とそれぞれ文書管理システムを持っており

ます。システムの中身は電子決裁機能があったりなかったりまちまちでございますし、現在と

いう欄の一番下のほうに関連システムとございます。業務の関係で電子申請システム、許認可

などの申請を受け付けて業務を行うようなシステム等々、業務関係のシステムもございますが、

これが文書管理システムと連携していない場合も多々ございまして、連携していないと業務を

行った後にいちいち文書管理システムのほうにデータを移行して保存したりしなければいけな

い面倒が生じているということで、操作も使いづらいとかいろいろな実態が見られるようでご

ざいます。 

 右側の最適化後でございますけれども、一元的な文書管理システムをつくっていこうという

ことで、先ほど申し上げましたシステム取扱ルールの標準化を図っていくということと、現在
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の業務の電子申請等々、業務システムと連携を図ることによりまして、一旦パソコンなどで業

務をした後に、文書の保存機能などが連動して自動的に登録されていくようにするとか、その

まま決裁機能につながっていくとか、こういった連携を図っていくことで、より利便性の高い

システムを考えていくということでございます。 

 次のページにまいりまして、具体的にどういう効果があるだろうかということで、主に赤い

枠がその効果でございます。左上に情報の利活用促進による業務の効率化とございます。特に

メタデータを統一していくことにより検索機能を充実していくということで、利便性が特に向

上されていくのではないかと思いますし、その下の電子決裁の活用といったことでも効率化が

図られようかと思います。さらに、その下でございますが、セキュリティの徹底を図っていこ

うということで、なりすましの防止、ウィルス対策等をとっていくということでございます。 

 それから、右側にまいりまして、文書管理システムの中の保管・管理機能として、どういう

保管の仕方をしていくかということでございます。画面イメージとございますが、文書をつく

った後、保存するに当たっては、大分類、中分類、小分類と分けまして、その上で行政文書フ

ァイルを登録していくという形を考えております。これは、現在、情報公開法の運用でガイド

ラインに沿ってこのようなシステムで保存するということになっておりまして、その分類に沿

って体系的にきちっと整理していってもらおうと考えているところでございます。特にメタデ

ータを標準化して管理していくことは重要であろうかと思っておりますし、行政文書ファイル

管理簿を作成して一般国民の方にも公表していくといった措置を現にとっておりますけれども、

より統一的でわかりやすい形で提供していきたいと思っております。 

 次のページでございますが、文書をライフサイクルで見ていくとどういうことかということ

でございます。左が行政文書を作成したり取得いたしますと、システムに登録して、今申し上

げた大分類、中分類、小分類に応じた文書ファイルの中に登録していく。この登録の仕方も、

いちいち名前をつけたりするのは大変でございますので、できるだけ簡単に登録できるような

システムを考えているところでございます。 

 それから、電子決裁を行ったものについては自動的にこのシステムの中に登録されていくよ

うにしていくということで、このシステムの中で保存されるわけでございますが、その後、廃

棄する、保存期間を延長する、移管するといった段階になった場合には、メタデータを一元化

していくことで、移管を受ける公文書館側にとっても利便性の高いものとなるはずだと考えて

おります。将来的にお互いにシステム整備を図っていく必要があるのではないかと考えている

ところでございます。 
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 本体資料は以上でございますが、参考資料としてつけておりまして、８ページ目をごらんい

ただければと思います。現在、国の行政機関がどういうシステムに基づいて仕事を行っている

のか、あるいは、今後行おうとしているのかという、主なシステムを挙げてみました。８ペー

ジは府省共通システムということで20分野を挙げております。一番最初に、人事院・総務省が

開発担当省として、人事・給与関係の業務から始まりまして、総務省の欄に、今ご紹介申し上

げました文書管理業務・システムを開発中ということでございます。これらのシステムについ

ては、現在新たにシステム開発をしている部分もあれば、システムを刷新して開発あるいは一

部稼働中といった状況にあるものでございます。 

 次のページでございますが、個別の業務・システムというものもございます。例えば、内閣

府の経済財政政策関係業務等に必要なシステムでございますが、経済統計などはこのシステム

の中で管理・活用されまして、施策に活用されているという状況でございます。これが計67分

野ございます。これは運用経費が年間１億円以上の主なシステムを挙げたものでございますが、

その他細かいシステムがもろもろあって、日常業務の中で電子文書として作成が行われている

という状況でございます。 

 最後に11ページ目でございます。前回、委員から霞が関ＷＡＮについてどうなっているのだ

ろうか、あまり使われていないという声も聞くけれども、どうかというご指摘がございました

が、ご参考までに紹介させていただきます。霞が関ＷＡＮというのは、政府の中でいわば閉じ

た専用のネットワークとして構築しておりまして、右側の参加機関としては国の行政機関のほ

かに、会計検査院あるいは国会、裁判所、それから、独立行政法人等の一部が参加しておりま

す。 

 それから、青いところの総合行政ネットワークＬＧＷＡＮは、地方公共団体間でのネットワ

ークでございまして、すべての地方公共団体が参加しております。これが霞が関ＷＡＮと平成

14年度から相互接続されていまして、運用がされているということでございます。霞が関ＷＡ

Ｎというのはネットワークでございまして、ここにどういうシステムが載っているかというの

が左側に書いてございまして、電子メール、掲示板、法令検索等々のシステムが載っておりま

す。 

 最後のページの運用状況でございますが、平成17年度から20年度までの各年でどのような利

用がなされているかというのを、電子メール、電子掲示板について挙げさせていただきました。

この数字の大きさをいかに評価するかはあろうかと思いますが、毎年このように伸びてきてお

ります。ということで、職員は日常的に使っているのでございますが、それが霞が関ＷＡＮと
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して意識して使ってない面もあろうかと思います。その辺の認知度と言いましょうか、仕組み

の周知などは今後留意していきたいと思いますし、一部、使い勝手が悪いというような声があ

れば、具体的に今後の見直しなどにもつなげていきたいと思っているところでございます。 

 雑駁でございますが、私どもの説明は以上にさせていただきます。 

○尾崎座長 御苦労さまでした。 

 それでは、次に、内閣官房情報セキュリティセンター、お願いいたします。 

○内閣官房情報セキュリティセンター 内閣官房情報セキュリティセンターで政府機関対策担

当の参事官をしております伊藤でございます。本日は政府機関における情報セキュリティ対策

の現状についてご紹介申し上げたいと思います。 

 お手元の資料３に基づいて説明をしていきたいと思いますが、少々振り返ってみますと、政

府機関、特に中央省庁においては、1990年代の半ばぐらいから、電子メールなど省内のネット

ワークの活用が本格化いたしまして、職員にもほぼ１人１台パソコンが配られ、お手元の資料

のような情報がすべて電子的につくられてくるようになってきたと考えております。 

 そういう中で、2000年にある省庁のホームページが改ざんされるという問題が起こりました。

それを契機に政府機関でちゃんとした情報セキュリティ対策を講ずべきではないかということ

で、情報セキュリティセンターの前身の情報セキュリティ対策推進室を内閣官房に設けまして、

そこで各省庁にセキュリティポリシーをつくりなさいということを指導してまいりました。各

府省はそれに基づいてポリシーをつくってまいりましたが、その後あまりメンテナンスをされ

てないということがございまして、今、電子政府というような部門が進んでいく中で、それで

は心もとないということで、そこを強化するために、私ども情報セキュリティセンターでいろ

いろな対策を講じてきました。 

 スライド２ですけれども、今、私どもは各府省にポリシーの作成を求めているわけですが、

それについては、政府機関は最低限どういうことを守らなければいけないのかということをま

とめた統一基準を定めております。私どもが事務局を務める情報セキュリティ政策会議という

内閣官房長官をヘッドとする会議でそういう基準を定めまして、各府省はそれに準拠して、自

分たちでポリシーを定めなさいということをやっております。それぞれのポリシーについては、

ＰＤＣＡサイクルという形で、常に見直しをかけていくということをやり、それについて適切

な評価を行うという仕組みがございます。それを政府全体でまた検討する中で、セキュリティ

を維持していくということに取り組んでおります。 

 その統一基準というのはどういうものかというのがスライド３でございます。政府全体のポ
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リシーとして、左のほうにございます政府機関統一基準で何々をしなさいということを定めて、

それを各府省が踏まえる形で、自分たちの対策基準を決めるという仕組みになっています。そ

の場合、行政機関それぞれいろいろな特性がございますので、自分たちの特性に合わせた基準

を盛り込んだ形でそれぞれがポリシーをつくる。基準自体は何々することというぐらいしか書

いておりませんので、実際それを職員が実行していくに当たっては、それに向けた必要な実施

手順というのを各府省が用意しなくてはいけないわけですが、それの参考となるようなマニュ

アルも私どものほうで提供して、それをベースにつくることができるようになっております。

これが政府全体で進めている情報セキュリティ対策の枠組みでございます。 

 その際、政府機関統一基準、情報セキュリティポリシーがどういうものを対象としているか

というのがスライドの４でございます。情報セキュリティポリシーというからには、情報シス

テムに載っている情報ということになりますけれども、当然ながら、パソコンからプリントア

ウトされた書類とか、これからパソコンに入力しようとする情報、そういうものをしっかり管

理しておかないと、情報が漏れてしまうとか、あるいは、情報が関係ないところに渡されてし

まうということになりますので、これらも含めて広く見ております。そういう意味でシステム

の中にある情報、あるいは、そこから取得された情報ということになります。現在、我々政府

の職員がいろいろな行政文書をパソコンでつくっておりますけれども、これについてはほとん

どの行政文書は情報セキュリティポリシーの対象になってくるというふうに考えております。 

 統一基準は６部構成になっております。このうち４部、５部はシステム的な基準で、システ

ムの担当者が守るような形になりますけれども、第３部として「情報についての対策」という

のが定められております。この「情報についての対策」というのは何かと申しますと、職員が

情報を処理するに当たって特に守らなければいけないだろうというものを、ここのところに入

れております。 

 そこの考え方をスライド６に示しております。今申し上げた行政文書、いろいろな情報です

が、これがどこかの時点で作成あるいは入手された後に、ここにございますように、利用され

る、保存される、どこかに送られる、あるいは、公表されるというサイクルがあって、最終的

には我々の仕事がセキュリティを守るという観点からのものなので、消去するというものも入

ってまいりますが、こういったライフサイクルに沿って適切な対策を講じなければなりません。

このライフサイクルに沿っていろいろな行為があるので、それに対してどういうことをやれば

いいのかということをセキュリティポリシーの中では定めています。 

 その際、情報が後の段階で利用されるにあたって、どういう対策をやらなければいけないか
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というのは、最初の段階でその情報について、特に重要性というものに鑑みて、どういうこと

をその情報について求めているかということが明示されていないと、適切な対策がとれないと

いうことになります。先ほどのどこかに書類を送るということを考えた場合、その書類は、送

るに当たって上司の許可を求めるような情報なのか、あるいは、送りましたということを届け

出ておくだけでいいような情報なのか、あるいは、全く自由に公開していいようなものなのか、

そういうことがその情報をつくった段階において適切に明示されていないと、それを受け取っ

た人はどういうふうに処理をしていいかわからない。すなわち適切な情報セキュリティ対策を

講ずることができないということになります。 

 その上で、我々としては情報の扱いにおいて、特に最初にその情報について適切に格付けを

行うこと、それから、その情報を扱うに当たって、コピーをしてはいけないとか、あるいは、

保存期間は何年とするとか、そういう固有な情報もその中に入れていくということを求めてお

ります。 

 このスライドの下のほうでございますけれども、情報セキュリティ対策というのは、機密を

保護するだけではなくて、完全性、可用性という観点から、情報が適切に利用できるかとか、

あるいは、改ざんされていないかとか、そういったものをきちっと守るということであること

から、それぞれにどういう対策を求めるかということは情報をつくる段階で気をつけているこ

とでございます。 

 その際の分類基準として、統一基準で求めておりますのは、「機密性」に関しては３段階、

「完全性」「可用性」部分については２段階ございます。ただ、紙で存在する文書、いわゆる

今ある書類、こういうものについての「完全性」「可用性」は、現用文書という段階でみると

あまり関係なくて、基本的に「機密性」だけになります。「機密性」の３は、各府省において

秘密文書に相当するような機密性を要する情報、２というのは、秘密文書ほどではないけれど

も、その情報が漏れてしまうことによって国民に被害が及ぶ、あるいは行政事務の遂行に支障

が及ぼすというような情報。それ以外は１というふうに、３段階に分けて管理をしてほしいと

いうことを求めております。 

 この統一基準ができて２年半ほどたっておりますが、最初の段階では、「機密性２」という

格付けについて、公開を前提としないという定義をしていたようですけれども、ほかのいろい

ろな文書の扱いと違っていて、混乱を招くというような声を各府省からいただいて、「機密性

２」に相当するものについては、情報公開法の非開示条項でも使われている表現を借りまして、

こういう感じで考えてほしいということを各府省に対しては望んでいるところでございます。 
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 こういう対策を各府省に求める中で、実施状況としてどうなっているかということをスライ

ド９に示しております。私ども情報セキュリティセンターから各府省に情報セキュリティポリ

シーの遵守状況をチェックしてほしいということをお願いしておりまして、2007年度において

は、国家公務員全体、これは自衛隊員も含めてですから、50万人ほどですが、そのうち30万人

の方から、対策をどの程度守っているかということを、自己点検という形でチェックしていた

だいた結果を出していただいております。 

 その結果を分析したところ、政府全体として、「情報セキュリティ教育の実施」を促すとか、

「格付け・取扱い制限に係る措置」、こういう部分についてまだかなり課題が残っているとい

うことがわかりました。政府全体でいろいろな遵守事項全体の実施率は93％ぐらいがあるわけ

ですけれども、「格付け・取扱い制限」に係る部分につきましては、90％弱という形で、ほか

のところに比べてちょっと低いという結果が出ております。今後、情報を扱うということに関

しての基本的な対策ということになりますと、ここについて適宜、各府省は改善してほしいと

いうことを情報セキュリティセンターからお願いしているところでございます。 

 こういう形でそれぞれ見ていただくと、セキュリティポリシー上の技術的な対策というのは、

システムの担当者、限られた人が守ればいいということになりますけれども、「情報について

の対策」は全職員が認識をして守らないといけない部分ということになるわけですから、資料

にございますように、教育がまだ十分できてないという状況もある中では、この辺の対策もま

だ十分ではないなというふうに我々は分析しているところでございます。 

 そうしますと、我々が求めております政府機関の情報セキュリティポリシーに関係して、例

えば個人情報保護法に基づいて、個人情報についてどういうふうな管理をしなければいけない

かということについて、各府省でもガイドラインを用意していると思いますし、あるいは文書

管理規則についても各府省で定めておりますが、その中でどういうことを求めているのか。あ

るいは、情報公開法に基づく審査基準によって、文書はどうふうに扱い、情報はどうふうに扱

わなければいけないのかということで、職員からすると見なければいけない部分がいろいろあ

るというのが現状でありますので、その辺についても整理するということも考えておく必要が

あるのかなと我々は考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 ご苦労さまでした。 

 それでは、次に独立行政法人国立公文書館からお願いいたしますが、お話いただきますのは、

公文書館の高山理事さんでいらっしゃいまして、高山理事は、「公文書等の適切な管理・保存
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及び利用に関する懇談会」という、福田官房長長官の時代につくられた懇談会の初代の座長で

いらっしゃいました。公文書の問題について非常に長い期間かかわっていらっしゃる方でござ

います。 

 よろしくお願いいたします。 

○国立公文書館 ただいまご紹介いただきました国立公文書館の高山でございます。それでは、 

電子媒体による公文書の公文書館への移管と保存について、今、公文書館では何をやっている

のかということについて、資料４に基づきましてご報告をさせていただきたいと思います。 

 皆様方ご案内のように、1980年代の後半から、いわゆるオフィスオートメーションというこ

ともございまして、文書がデジタルフォームでつくられるという状況が出てまいりました。そ

ういたしますと、公文書の移管は、現在は主として紙の形で移管されているわけですけれども、

電子媒体という形での移管が目前に迫ってきているということもございまして、我々としてど

うするかという問題を考えざるを得ないという状況に立ち至っているということでございます。 

 さらには、特に電子政府化という問題もございまして、この問題の検討は避けて通れないと

いうことになっているわけです。今、公文書館の持っております問題意識と言いますのは、こ

こに書いておりますように、ボーンデジタルのものを、先ほど杉本先生のお話もございました

けれども、電子媒体のままで受け入れるということを考えたときに、電子媒体による公文書と

いうものは、媒体寿命が短いのではないか、長期保存に耐え得るのか、これが大きな問題にな

るということです。 

 媒体寿命が短いということにつきましては、媒体変換で対応していく方法があります。デジ

タル情報というのはコピーによる劣化がないということに依ります。しかし、もう一方で、紙

と違って媒体の直接的な視認性・見読性を欠いているという問題がございます。これをどうす

るかということになりますと、杉本先生がペットボトルを例にしてご説明になりましたけれど

も、メタデータが大事だということになってくるわけですね。もう一つが媒体そのものの長期

保存に適したフォーマットへの変換をやっていかなければいけない。 

 それと同時に、もう一つ大きな問題が、視認性を確保するために、再生装置を併せて維持し

ておかなければいけない。これはハードとソフトの両面にわたって維持しなければいけないと

いう問題になります。したがって、この両者をメンテナンスをするためのコスト、それから、

媒体変換をするためのコスト、これが非常に大きな問題になるわけでありますが、今のところ

はコストの問題は先送りいたしまして、どういう技術なら可能性があるかというところを中心

にして、我々としては考えているということでございます。 
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 そういうところで、我々のひとつのよりどころになっておりますのは、尾崎座長の下でまと

めていただきました懇談会の報告として、平成18年６月に出た報告。これによって示された方

針を我々としてはよりどころにしているということでございます。先ほどもちょっと触れまし

たけれども、電子記録は電子媒体のまま保存するほかはないということであります。しかし、

先ほど杉本先生へのご質問等にございましたけれども、どこまでを１つの文書として見るのか、

あるいは、電子媒体の特性といたしまして、さまざまな他の文書と言いますか、他の情報にリ

ンクが張られている、もしくは、いわゆるハイパーメディアというような形で、他の情報源へ

飛ぶことによって、即座に音が出たり、あるいは、動画になったりする、こういうさまざまな

形式の文書の保存の問題点がございます。 

 そういう状況の中で、電子記録の、「エッセンス」と懇談会の報告書では呼んでおられます

が、このエッセンスを取り出して、長期保存しようではないかということになっているわけで

す。エッセンスというのは、電子公文書の構造とか機能を中心に考えていくということになる

わけでありますが、それを保存する。具体的にどういうふうな構造としてとらえて、どういう

エレメントを取り出して対応していくのか、この辺のところはまだ検討の途中であるというこ

とになろうかと思います。 

 もう一つが、先ほど来、さまざまなご報告の中で触れられておりますが、ライフサイクル管

理が大事だということです。従来は現用文書の対象としたレコードマネジメントと、現用段階

を過ぎて廃棄された、保存年限を満了した資料をアーカイブズとして管理するというふうに分

かれていたものを、一貫したライフサイクル管理で文書をとらえ、全体としてシームレスに管

理をしていくということであります。それの理由は、杉本先生のお話にもございましたように、

メタデータあるいはフォーマットをきちっと明記する形で保存していかなければいけないんで

すが、それをやるためには、まず文書が作成される最初の段階からこの問題が意識されていな

ければならないということで、ライフサイクル単位で対応していく、こういうふうに考えたい

となっております。この懇談会の方針を我々はよりどころにしているということになろうかと

思います。 

 現在、具体的に何をどのように取り組んでいるかと言いますと、私ども国立公文書館と内閣

府が一体となって、調査研究をしているということでございますが、ここにお示ししましたよ

うに、2007年度より、長期保存についての専門的な実証研究を開始いたしました。2007年度に

得られた知見といたしましては、まず、基本的なメタデータの在り方。それから、文書のフォ

ーマットの製作。さらには、文字コードやフォントの問題、さらには、先ほどお話いたしまし
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た電子文書のエッセンスをどういうふうにするか、こういった問題について一定の知見を得て

おります。 

 今年度も引き続いて研究が継続されておりまして、今年度の段階では2007年度に得られた知

見に基づきまして、プロトタイプを各府省にお示しする。そして、移管ルールの作成を目指す。

それに基づいて公文書館としての今後の電子媒体による公文書を移管された場合の管理を遺漏

なく進める体制を整備していこうというふうに考えているところでございます。 

 したがって、現在のところはまだ実証研究の途上でございまして、国立公文書館といたしま

して、電子公文書に対してはこういう方針で、こういう形で今後当分の間は進めていくんだと

いう具体的な結論に至っているわけではございません。現状ではまだ研究課題の段階でありま

す。それでは、今後どういうスケジュールになっているのかということになりますと、2011年

度から１つの方針の下で電子公文書等の移管・保存を開始する予定でございます。2009年度、

10年度はさまざまなご意見、ご教授を賜りながら、よりよい移管・保存の方式を追求してまい

りたいと考えているところでございます。 

 ご参考までに、今までの状況と今後のスケジュールについて簡単にお示しいたしますと、図

のとおりでございます。あえて申しますと、2008年度までは内閣府で指導をしていただいてお

りまして、2009年度から国立公文書館が主体的に対応をしていきたいと考えております。 

 そして、言うまでもないことでございますが、今後の方針は、ＩＴ戦略本部で決定されてお

ります「重点計画」に沿った形で進めていくことは言うまでもありません。こういう状況の中

で国立公文書館は現在対応しているということをご報告させていただきます。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 今の３つのご報告、なかなかとっつきにくい話ではあるんですが、質疑をいたしたいと思い

ます。 

 一つ、私、お願いがあります。お三方で知恵を出し合っていただきまして、「メタデータ」

というのをうまい日本語にしていただけないでしょうかね。メタデータというだけでは内容が

ぴんがこないものですから、もしうまい案があったら……。 

○国立公文書館 メタデータの具体例……。 

○尾崎座長 日本語に……。 

○国立公文書館 メタデータを、これは私の個人的な見解でございますけれども、日本語にい

たしますと、目録という語が相当するかと思います。 
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○尾崎座長 目録、なるほど。ちょっと飾りをつけて、何とか目録というわけですね。 

○国立公文書館 目録だとそういうイメージがありますけれども、リストというような表現も

あり得るかなというふうには思っています。内容表示ということになりますと、ちょっとまた

ニュアンスも変わってくるのかなというふうに思っていますが。 

○尾崎座長 アーキビストの和訳と同じ問題ですね。 

○国立公文書館 メタデータをどういうふうにつけるかということにつきましては、文書につ

いて我々人間社会では、日本国内だけじゃなくて、世界的に図書館の世界で大きな経験の蓄積

がございまして、これが目録という語でございます。目録（カタログ）と目録作成（カタロギ

ング）という関係であります。出版物を対象にしたメタデータを念頭に目録という言葉をご紹

介申し上げました。 

○尾崎座長 報告を書くまでに何かうまいものがあったら、それを日本語にして、括弧してメ

タデータと入れておくと、読む方がわかりやすいと思うんですね。メタデータというのが頭に

しっかり入っている人は何でもないんですけど、わからないというか、そういう知識のない人

が見たら、それだけで嫌になっちゃうんですね。多くの人に、全公務員に理解してもらおうと

いうわけですから、できるだけ日本語で説明することが必要じゃないかという気がいたします。 

○内閣官房情報セキュリティセンター ちょっと補足をさせていただきます。システムの関係

でいきますと、データについては属性とかいうような言い方をすることもございます。そこの

情報そのものではなくて、それがどういう性格を持っているのか、そういうのを含めてメタデ

ータというふうに申しております。 

○総務省行政管理局 業務によって使い方がそれぞれというのを明らかにしてしまうようなこ

とになりますが。必ず使っているわけではないんですが、書誌情報ということです。意味する

ところは同じだと思いますが。 

○尾崎座長 うまくやってよ（笑声）。 

 じゃ、ほかの話。どうぞご質問を。 

 はい、どうぞ。 

○加藤（丈）委員 行政管理局の先ほどのご説明についてお聞きしたいんですが、今、統一管

理システムをおつくりになっているということですけれども、20システムと個別67システムを

拝見しますと、統一のシステムでまず取り組むというのは一般的な管理業務のような気がして、

各省庁のメイン業務というと変かもしれないけれども、それは依然として個別システムで残る。

この統一管理業務で、大雑把な感じでいいんですけれども、これでカバーする仕事の割合とい
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うのは実際にはかなり低いんじゃないのかなと。その後で、国民に対する情報提供サービスを

一元化するというのがありますけれども、そのこととあまり結びつかないんじゃないかなとい

う気がして伺ったんですけれども、その辺はいかがでしょうか。 

○総務省行政管理局 全体の仕事の業務割合というのは数字的には把握してございません。考

え方として、すべて統一するのがいいかというと統一的にするのが効率的な部分は統一します

し、個別業務でやる部分はそうしますということでございます。 

 お答えになっているかわかりませんが、その中で文書管理業務との関係からしますと、共通

業務システムも文書管理業務システムと連携しますし、個別の業務システムも文書管理業務と

連携しますので、いずれの業務にしても文書管理システムと連携することによって、文書管理

システムのほうに、文書によっては自動的に、決裁みたいなものは自動的に管理されるように

なりますし、できるだけスムーズに文書管理ができるようにしていきたいと考えております。 

○加藤（丈）委員 そうしますと、67の各省庁別の個別システムがありますね、これを見ます

と、高度な個人情報であったり、高度な国家機密にかかわるものということに関連するものが

ありますね。その部分については何か統一的な試みというのは、これは別々にするのは当然だ

と思いますけれども、そこの範囲での統一性というのは今はお考えになっていないと。 

○総務省行政管理局 ここでお示ししております府省共通業務システムにつきましては、これ

を決める際に、全府省に対しまして業務の中身についての調査を行っております。各府省の各

部局の業務を全部○×の形で洗い出しまして、各府省がそれぞれに共通するという○がついた

業務について、この20分野のところを選考しております。 

 また、各省庁の中で、例えばＡ省庁とＢ省庁が共同してやっていれば、これは２つ一緒にや

ったほうがより効果的なシステムとしてできるかどうかというような検討をした上で、この67

システムをの個別の業務システムにつきましては、各省庁が個別にこういうシステムをつくっ

て、より効率的だろうという判断でやっておりました。 

 この２つを統一する考え方としましては、エンタープライズ・アーキテクチャーという業務

全体を見直した上での手法を活用いたしまして、今回全体の最適化計画を始める前に、その手

法を使って全体の検討をしたということからこれが出てきております。そういうふうな経緯で

ございます。 

○尾崎座長 どうぞ、高橋先生。 

○高橋委員 関連して、行政管理局にお伺いしようと思います。この霞が関ＷＡＮとかＬＧＷ

ＡＮに関しては、私が前回質問として出させていただいたところで、きょうに至るまで何度か
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やりとりをして解決していない疑問点があるんです。今の加藤先生のご質問に関連すれば、そ

もそも霞が関ＷＡＮとか、政府認証基盤システムとか、ＬＧＷＡＮの最適化計画をつくってい

るというのは、業務の効率化と経費の削減になるということですよね。そういう報告書が出て

いるので、多分それのとおり進んでいるのかなと。 

 例えば、霞が関ＷＡＮについては、年間3.8億円の経費削減、年間延べ419日の業務処理時間

の短縮、こういうことが書いてあったんですが、私が心配して前回ご質問したのは、平成18年

の官房長官懇談会の「中間段階における集中管理及び電子媒体による管理・移管・保存に関す

る報告書」の後ろのほうに、「霞が関ＷＡＮはほとんどの省庁であまり利用されていない」と

か、「広報・周知が課題となっている」と書いてあったので、その後どのように進んだんです

か、ということをご質問したわけです。 

 そうしましたら、きょうご提示の資料の一番最後のところに利用状況の件数をつけていただ

きまして、あるいは、ここに至るまでの説明の中でも、こうは書いてあるんですけれども、実

は利用されているんですというご説明をいただきました。しかし、この報告書にかなり赤裸々

に利用が進んでいないとか使い勝手の問題等が書かれているにもかかわらず、使われていると

いっても納得がいかないところがございますので、１点目の質問は、なぜ報告書には霞が関Ｗ

ＡＮに関してマイナス情報が書かれていたのかということです。 

 私がこの数字を見て感じましたのは、これは総数ですので、前回も申し上げましたとおり、

省庁によってかなり偏りがあるのではないかということと、ＬＧＷＡＮに関しては少し調べさ

せていただきましたけれども、都道府県によって利用率の違いがかなりあるということ。それ

に関してはここで書いていただいていないので、少し補足していただけたらと思います。私は、

このシステムをつくるということは行政の縦割りの意識とか仕組みから、仕事のやり方を変え

ていくということだと思いますので、それに関してご説明をいただきたいということです。 

 それから、使い勝手に関しては、悪い点があれば今後改善していくということなんですが、

具体的に何か調査をかけていらっしゃるのか、この３点についてお伺いしたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

○総務省行政管理局  １つは、内閣府で調査した結果が報告書の添付資料としてつけられて

いるようでございまして、報告書そのものの議論に資するための調査結果としてついているも

ののようでございます。職員に対するインタビュー調査結果ということのようでございまして、

どういうレベルのどういう分野の職員にインタビューしたのかというのがわからないものです

から、なぜこのような結論が出たのかという点について、当時の報告書の調査結果のまとめ方
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などを内閣府に教えていただきながら、検討を進めていきたいと思っております。 

 それから、省庁によって偏りが、あるいは、ＬＧＷＡＮの中でも地方によって偏りはどうな

っているのかというのは、申しわけございませんが、現時点ではわかりませんでした。それで

総数として出させていただいております。 

 使い勝手云々につきましては、これまで特定の調査をもってどうこうということはございま

せん。一方で、政府の政策としてオンライン利用拡大を強力に進めようとしているところでも

ございます。そういった中で、国民の方々向けには画面の操作性などをより円滑にできるよう

にしようということで、予算要求などもしているところでございまして、そういった流れの中

にあって職員間で使うものについても必要な見直しをしていきたいと思っております。 

○高橋委員 ありがとうございます。これは既にかなりの投資をしているもので、途中で後退

したり失敗するわけにはいかないものだと思います。数字が上がってこないというのは非常に

残念なんですけれども、詳細な調査をしていただくとどこに問題があるのかということがわか

ると思いますので、よろしくお願いいたします。 

○菊池館長 大変申しわけありません。こういう機会に……。 

○尾崎座長 いいですよ、簡潔にしてください。 

○菊池館長 情報セキュリティセンターにお願いしたいんですが、スライドの６ページあるい

は９ページを見ると、すべての情報は最終的には消去するという形になっているんですよ。こ

の情報の中で電子情報にしても、今や行政文書の中には電子情報が入っているわけですから、

これが消去だけじゃなくて、公文書館への移管とかいうシステムをこの中に組み込んでいただ

かないと。最終的に93％が消去されましたから、セキュリティとしては消したということにな

るかもしれないけれども、政府全体の統一方針として移管というものが載ってこないというの

は非常に残念だと思いますので、その辺のところはぜひ今後検討していただきたいと思います。 

○内閣官房情報セキュリティセンター 消去といっても、最終的に保存するということもでき

ますので。必要なものは保存していただく、不要なコピーは消去していただく、そういう趣旨

で、情報セキュリティの観点からは国の文書としてのライフサイクルをこういうふうに考えて

おります。別に移管することを考えていないということはございませんので、そこはご心配な

いと思っていただきたいと思います。 

○野口委員 今の点とかかわって、セキュリティセンターがセキュリティのことで重要なお話

があったと思うんですが、現在の政府機関統一基準というのは、基本的には情報の所有者、つ

まり各省庁がその情報を管理するようにということでできていると思うんです。これが将来公
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文書管理の制度ができたときにはずれてくる可能性があるわけです。つまり、情報のもともと

の作成者とは違うところで最終的にその情報が管理される、電子情報が管理されるということ

になるというところまで、今の統一基準の中にアイデアとして含まれているものなのかという

点。 

 それから、それと同様の質問を公文書館にお伺いしたいんですが、2005年度から始まって、

2011年度に向けてシステムの運用開始の今まさに議論を進めているということなんですけれど

も、現在、政府機関統一基準でつくられているような電子文書のセキュリティの観点がこの議

論の中に入ってきて、今議論されているものなのかどうかということをお伺いできればと思い

ます。 

○内閣官房情報セキュリティセンター まず最初のご質問でございますけれども、我々のほう

で考えている統一基準は、基本的に職員が日々の行政の中で使う文書の扱いということでござ

いますから、統一基準にあるようなライフサイクルで考えてそれぞれ適切な対策をというふう

に考えております。そういう意味で、最終的に保存すべき資料は適切に保存していただくとい

う形で、その観点から各府省で管理しており、保存期間を満了した後は公文書館に移管される

というふうに私どもは理解しておりますけれども、それはそちらで適切な対策が講じられてい

くものだと考えております。 

○国立公文書館 公文書館のほうでございますが、公文書館に委託されたものについてのセキ

ュリティの問題は、公文書館でも重要な課題だというふうに認識しておりまして、しっかりと

対応していかなければいけないと考えております。ただ、移管されたものが、例えば暗号化さ

れているとか、パスワードが入っているとかいうような問題がありますと、それがそのままの

形で入ってまいりますと、我々としても対応できないという状況がございますので、その辺の

ところをクリアすることを、できれば４～５年先をめどにして対応を考えていくという形で取

り組んでいるところでございます。 

○野口委員 ありがとうございました。双方において重要なことを共同して、お互いに視野に

入れながら進めていきましょうというお話をいただき、大変安心いたしました。ありがとうご

ざいました。 

○尾崎座長 よろしいですか。この問題は、前々から皆さんご議論することを望んでおられま

して、本当はもっとゆっくり議論しなくてはいけないんですが、きょうは日程が立て込んでし

まったものですから、時間がやってまいりまして、ここで一応打ち切らせていただきたいと思

います。ただ、ごらんのように内部の方ですので、さらに質問したいということがおありのよ
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うでしたら、またお出でいただくということにしたいと思います。そのときはよろしくお願い

します。 

 ちょうど時間となっているんですけれども、中間報告についての国民の声という、我々にし

てみれば通信簿みたいなもので非常に大切なことなんですが、それが残っております。それか

ら、一般的な自由討議を少しでもやっていただきたいと思っております。それから後は、恒例

のことですが、次回の会議の日程とか、事務局の連絡事項、そういう予定になっております。 

 これから先はそういうものでございますので、もしも12時で次のご予定があるという方は、

そういうものが残っているということをご承知の上、どうぞご自由に席をお立ちいただいて結

構でございます。 

 大臣、大丈夫ですか。もし次のご予定がありましたら、どうぞそちらのほうへ。 

○中山大臣 はい、私は大丈夫です。 

○尾崎座長 それでは、お三方、どうもありがとうございました。 

 中間報告に対する国民からのご意見、山崎室長からご説明をお願いします。 

○山崎検討室長 資料５に基づきまして、意見募集の結果について簡単にご説明したいと思い

ます。 

 ７月17日から８月15日まで約１カ月間にわたりまして、ホームページを通じて意見募集をし

たわけでございますけれども、全体で71の意見がございました。「個人」57、「団体」14。総

括的に申しますと、一般意見ですけれども、一言で言いますと、好意的な意見と言いますか、

しっかり頑張ってほしいというような意見が大層を占めていると言えるかと思います。 

 ２ページでございますけれども、意見そのものはつけておりますので、後ほどごらんいただ

ければと思いますが、その骨子につきまして、簡単にご説明したいと思います。まず、基本認

識に対しまして、「公文書が『未来に生きる国民に対する説明責任を果たすために必要不可欠

な国民の貴重な共有財産である』という基本認識に同感した」とか、「中間報告を読んで、公

文書は国民の共有財産・知的資源であるということを初めて認識した」というお話。あと、４

つ目でございますけれども、「公文書は国民の共有財産であること、公文書の作成・保存は現

在及び将来の国民への説明責任を果たすためであること」等々、こういうことを盛り込まれた

意義は大きい。このことを法律の条文に明示していただきたいというご意見等、皆さんこの基

本認識については賛同するという意見が多うございました。 

 次に、各論でございます。４の公文書管理のあるべき姿に向けてということで、作成・整

理・保存につきましては、アの３つ目でございますけれども、意思決定過程に関する記録の保
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存が必要というご意見が６件。また、電子決裁などＩＴの活用を積極的に行うべきというご意

見が３件、等々の意見が寄せられております。 

 また、（２）の延長・移管・廃棄につきましても、文書の延長・移管・廃棄は、現行のよう

な各省庁の判断ではなく、公文書管理担当機関が判断すべきというご意見が６件ございました。 

 ４ページに移っていただきまして、移管後の利用につきましても、公文書が破棄されずに残

され、いつでもだれでも公文書が利用可能となるようにすべきというご意見等が寄せられてお

ります。 

 また、監視機能の強化につきましては、外部機関による監査が必要というご意見。 

 また、人材の確保・資質向上につきましても、さまざまな意見が寄せられております。例え

ば、５ページでございますけれども、文書管理に関する専門家の養成が重要というご意見。あ

るいは、その３つ下ですけれども、文書管理に関する専門家を数多く確保すべきというご意見

等が寄せられております。 

 また、５の公文書管理担当機関の在り方につきましても、強い権限を持った公文書管理担当

機関が必要というご意見が16件寄せられております。 

 また、組織の在り方につきましても、公文書館の予算・人員・規模が現状では不十分、大幅

に増やすべきであるというご意見等が寄せられております。 

 また、６ページの最終報告に向けて引き続き検討すべき事項につきましても、行政機関以外

の文書の取扱いについてということで、最初の○でございますが、国立公文書館において、民

間文書を積極的に受け入れられるようにすべきというご意見等が寄せられております。 

 時間の関係もありまして、簡単に説明いたしましたけれども、７ページ、８ページにもさま

ざまな意見が寄せられておりまして、例えば８ページ、文書を違法に廃棄した場合の罰則規定

が必要というご意見が７件とか、長期的な予算・人員の確保が重要という意見等が寄せられて

おります。こういうことで全体を見ますと、この方向で引き続き頑張ってほしいというような

好意的な意見が多かったということが言えようかと思います。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 中間報告の目指すところは大体受け入れられているような印象でございます。こ

の中間報告につきまして、また、それ以外のことでも結構でございますが、何かこの際発言し

ておきたいということがございましたら、遠慮なくどうぞ。あまり時間はございませんけれど

も。それから、中山新大臣もお見えになっておりますので、新大臣に対するご質問もあるかも

しれませんが、どうぞご自由に。 
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 どうぞ、高橋さん。 

○高橋委員 ヒアリングがあと１回で、それから最終報告に向けた論点討議に進むというスケ

ジュール案が配られるようですが、ＩＴ化の部分は余りにも検討時間が少ないのではないかと

感じております。一番わからないのは、メタデータのお話はずっと昔から出てきていて、今ど

この地点に到達しているのかというのがわからないんですね。それから、霞が関ＷＡＮ等のこ

とをお伺いしたのも、いろいろ課題を示され、今後の方向性は示されているんですけれども、

今どの辺のレベルに進んでいるのか、何ができていて、何ができていないのかというのが、私

にはよく理解できませんでした。 

 ですので、海外等と比較してどういうレベルなのかとか、その辺、ＩＴ化の今の段階がわか

るようにしていただくと、パブコメにありました「活用も積極的に行うべき」というところに

到達するんですが、2011年という公文書館の一つの目標があったり、それぞれ組織によって違

うと思うんですけれども、そのあたりを少し整理して教えていただけると、さらに生産的な議

論ができるのではないかなと思っておりますが、いかがでしょうか。 

○尾崎座長 国のＩＴ戦略全体について言えるかもしれませんね（笑声）。できるだけ、はい

……。 

 どうぞ。 

○加藤（陽）委員 前回の第９回に配られました各省庁からのさまざまな意見と、今回の資料

５の国民のさまざまなコメントをすり合わせて見たとき、やはり、感ずるものがあります。

元々、意識の高い方がパブリックコメントを寄せられたということはあると思いますが、国民

の側は、大きく理想を語っているように思いました。一方で、各省庁の側は、例えば、公文書

を一定のルールで共通に管理しようと考えると、どのようなころが問題になってくるかという

部分にターゲットを絞った、ある意味、ネガティブなと言いますか、細かい問題点を克明に書

き上げてこられている。このような、各省庁の対応をやはり現実に目の当たりにしますと、国

民の理想と、省庁の現実、これをすり合わせるのがこの会議に求められている、一つの政治的

な力量であって、尾崎座長や大臣にはぜひ頑張っていただきたいということを感じたことが一

つです。 

 もう一つは、先ほど来、さまざまな委員から懸念が表されていることについて、私も同感で

あります。情報公開法と個人情報保護法が、ある意味、過適用されたとでも申しますか、本来

は文書の管理や保存についてを決めている法律ではないものによって、文書の管理や保存が、

外形的に規定されてきてしまっている現状があります。それと同じように、今、例えば電子媒
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体のデータを総務省が頑張って文書管理業務という形で網をかける動きが進む。一方、内閣官

房が情報セキュリティという形で網をかける動きが進んでいる。これはとても大事なことで、

安全・安心という、全般的な事項を救っていくには良い制度だとは思うんです。 

 しかし、中山大臣が元来非常に熱心にやってこられた、例えば拉致問題に対しての政治的な

決定がどうしたのかというのを、50年後に考えようとしたときにどうなるか。あと、先ほど福

田総理大臣が非常におもしろいことをおっしゃって、自分が2008年９月にやめることになって

しまった、これが文書的にどうなるのかみたいなことを冗談でおっしゃいましたが、本当に大

事な政治、歴史を後世に見る場合の文書管理・保存というのは、通常の業務や電子媒体の話と

は違ってくると思うんですね。歴史的に重要な公文書というのは、だいたい、３％から８％と

言われています。この、残されるべき、電子媒体にしろ、文書というものをどうやって管理す

るかという考え方は、ＩＴ化という問題を扱う考え方とは別の枠組みが必要なのではないか。

第一の情報公開法の波、第二の個人情報保護法の波、そして、第三のＩＴ化による管理の波が

やってこようとしている。これが、一種の障壁のようにならないように、ここら辺の勘どころ

というんでしょうか、これはやっぱり政治の役割だなと私は漠然と感じました。 

 この２点に関して、ぜひ今後の１カ月ぐらいのすり合わせで頑張っていただきたいと思いま

した。以上です。 

○尾崎座長 励まされました（笑声）。 

○中山大臣 全体をまだつかみ切れていない状況のように自分では思っておりますが、今のお

話の中で、例えば公文書として保存するものはどのようなものなんだろうかと思いながらおり

まして。例えば拉致問題にしましても、総理のことにしましても、書類として残されていくも

の以前に、個人の記録としてキョウソウヨというようなものも、何かでは残っているんだろう

と思うんです。そういったものは公文書として保管しなければいけないという範囲から離れる

ものなのかもしれません。また、公務員というのは非常にまじめなものですから、文書を全部

残せと言いますと、回ってくるお知らせみたいなものも全部残しているような、そんな状況に

なっている可能性もございまして、極端な動きが現実には起こっているのかなという思いでご

ざいます。 

 私も、核心に触れるような部分はどのようにして保存していったらいいだろうかと、そんな

思いを感じておりますけれども、またご議論いただけたらありがたいことだと思っております。 

○尾崎座長 できるだけご出席いただいて、委員の皆さんの意見を直接聞いていただいて、実

施に移していただきたいと思っております。 
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 大分時間を超えてまいりましたので、きょうの討議はこれで打ち切らせていただきます。 

 次回第11回の会議につきましては、勝手に決めて、ご都合の悪い方もいらっしゃるのではな

いかとおそれますけれども、９月25日、10時でお願いいたしたいと思います。 

 よろしゅうございますでしょうか。よろしゅうございますでしょうかといっても、他にオル

タナティブがないのですけれども、すみません、９月25日でお願いいたしたいと思います。 

 また、恒例のことでございますが、本日の会議の模様につきましては、私のほうからこの後、

記者ブリーフをいたします。 

 事務局、何か。 

○山崎検討室長 最後に一言でございますが、前回のヒアリングで野口委員から、財務省本省、

あるいは国税庁の本省で利用されている民間書庫について、ご質問がありました。それについ

て財務省から回答がまいりましたので、30秒ぐらいで簡単にご報告させていただきます。 

 財務省によりますと、国税庁におきまして、民間借上げ倉庫を使用しているそうで、庁舎で

より85キロぐらい離れた場所、具体的には埼玉県の寄居町にあるとのことでございます。 

 また、国税庁におきましては、保存年限が30年の行政文書の一部について、マイクロフィル

ム化して、民間書庫へ保管委託するとともに、当該マイクロフィルムのバックアップを一部作

成して、通常の業務に活用しているとのことです。こういうことで、バックアップに損傷がな

い限り、民間倉庫に保管した正本を利用することはありませんので、遠方での保管であっても

障害になることはないとのことでした。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 それでは、本日はこれにて閉会といたします。どうもありがとうございました。 

午後１２時１３分閉会 

 

 


